
婚姻件数の減少

ロジックツリー（少子化・人口減少対策）

1

自然増減

女性数の減少
(20-39歳)

死亡数

適当な相手に巡りあわない、出会いの機会がない
交際に至らない・うまくいかない

十分な所得がない、不安定な雇用

1人目が持てない

２人目、３人目が持てない

（考えられる要因）

長期にわたる少子化の結果
（負のループ）

若い女性の転出超過

子どもを持つ選択をしない

結婚生活に十分な収入が確保できない
不安定な雇用

出生数

出生率の低下

仕事と子育てが両立できない
（出産退職、Ｌ字カーブ、希望する保育所に入れない）

経済的な負担（子を持つことを経済的リスクとして考える）
（保育や教育費等の負担、出産退職による収入減）

妊娠できない（不妊症、年齢）

子どもを持ちたいと思わない
（夫婦の生活優先、キャリア優先、子育てできそうにない 等）

心理・肉体的な負担（妻のﾜﾝｵﾍﾟ）
夫の育児参加不足（長時間労働、職場の理解がない）

希望する就職先がない(職種・働きがい・働きやすさ)
若者のキャリア重視（どこでも通用するスキル）WLB重視
男性職・女性職といったｱﾝｺﾝｼｬｽﾊﾞｲｱｽ

多様な価値観(キャリア優先、個人優先、交際が面倒）

諦め(所得や雇用等）、結婚・子育てのネガティブ情報の多さ

多様な価値観が受け入れられる都市部を選好
（世間体重視、お茶入れなど男女の役割分担意識 等）

21,194人→
(2000年)

12,143人
(2022年)

△42.7%

1.59  →
(2000年)

1.43
(2022年)

27万人 →
(2000年)

17.2万人
(2022年)

△36.5%

13,305件→
(2000年)

7,288件
(2022年)

△45.6%

19,320人→
(2000年)

28,500人
(2022年)

+47.5%

1(1)若い世代の実質所得を引き上げる

1(2)子育てと仕事の両立を当たり前にする

1(3)出産・子育て支援を強化する

1(4)若者の出会いと結婚を応援する

1(6)女性・若者をひきつける仕事とまちを
創造する

直近5年累計(2018～2022年）
20-24歳女性
△8,586人(男性の1.5倍)

平均寿命

男性 78.90歳 →
女性 85.31歳
(2000年)

男性 82.68歳(全国2位)

女性 88.95歳(全国2位) 
(2020年)

夫婦の子ども数の減
(有配偶出生率※)

82.0(人口千対)→
(2000年)

71.7(人口千対)

(2020年)

※女性有配偶者数(15-49歳)に対する
出生数の比率

結婚する意向がない

結婚意向がある

（戦略方針の柱）

独身者の34.9％(2023年)

理想の子どもの数 2.26人(2023年)
予定の子どもの数 1.76人(2023年)

理想の子どもの数０人 既婚者の8.6%(2023年)

予定の子どもの数０人 既婚者の14.2%(2023年)

２人、３人と出産し育てるために必要と思うこと
職場の理解47.5%、
配偶者の家事・子育てへの協力40.4%(2023年)

若い女性の転出超過による
未婚の男女人口の不均衡

女性1人に対する男性人数
25-29歳 1.31（全国35位）

30-34歳 1.52（全国35位）

資料４

結婚・出産・子育てに関する環境の改善と若者の社会増の実現により、少子化傾向を反転させる



ロジックツリー（少子化・人口減少対策）
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社会増減

Iターン、移住

進学期の転出超過

就職期の転出超過

希望する大学や学部がない（県外にある）

地域の優良企業が知られていない
（地域を知らないまま県外転出、情報が届いていない）

希望する就職先がない(職種・働きがい・働きやすさ)

娯楽や生活インフラが充実する都市部を選好

社会増減
△4,132人
直近5年累計(2018～2022年）

1(6)女性・若者をひきつける仕事とまちを創
造する

1(5)子ども一人ひとりに最適な学び
を提供する

直近5年累計(2018～2022年）

15-19歳 男性△4,668人
女性△4,330人

直近5年累計(2018～2022年）

20-24歳 男性△5,662人
女性△8,586人

Uターン就職率
36.5％(2022年3月卒）

移住者数 3,334人(2022年度）

お金に換えられないゆたかな生活環境
（自然、伝統文化、地域のつながり）

移住希望者を受け入れる住宅が中山間地域に不足

（戦略方針の柱）

長野県の強み

特徴的な教育環境
（信州やまほいく、特色ある学校の開学）

３大都市圏からのアクセスの良さ

移住したい都道府県ランキング18年連続１位(2023年)

移住ギャップ（生活環境・人間関係など）

（考えられる要因）

希望する就職先がない
（職種、キャリアを活かせない、給与額）

若い世代の社会増減
15-39歳 男性 △8,581人

〃 女性△11,459人
直近5年累計(2018～2022年）

結婚・出産・子育てに関する環境の改善と若者の社会増の実現により、少子化傾向を反転させる



人口急減局面においても、人材を確保し、社会経済の活力を向上させる
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（労働供給の量・質の確保）

公共インフラ（水道、消防、etc）

まちづくり（コンパクトシティ、空き家）

医療・介護

ＤＸ、ロボット化 等による省力化

現役世代の急減少による
担い手不足

人口規模にふさわしい
社会システムを構築する

（労働需要の抑制）

一人多役、副業・兼業、
ショートタイムワーク等

適切な価格転嫁と賃金上昇

様々な人の労働参加を促進
（高齢者、女性、障がい者等）

行政サービス

外国人材の活躍

公共交通

（経済構造の質的な強化）

地域内経済循環の促進

204.8万人→
(2020年)

158.8万人
(2050年)

△22.5%

総人口

3.0万人 →
(2013年)

3.8万人 +21.8％
(2022年)

15-64歳人口（生産年齢人口）

135.3万人→
(2020年)

96.0万人
(2050年)

△29.0%

20-74歳人口

※将来人口は、プラン3.0（現状推移ケース）による

総人口の減少

65.5万人→
(2020年)

65.9万人
(2050年)

+0.4%

65歳以上人口

245 0～14歳

149

1,148

15～64歳

780

655
65歳以上

659

356
75歳以上 422
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２(1)働きたい全ての県民の就労を支
援する

２(2)重点支援分野ごとに人材確保策
を強化する

２(4)外国人が暮らしやすい・働きや
すい環境をつくる

２(3)産業や暮らしでのデジタル化、
ロボット化を徹底的に推進する

２(5)強靱で健全な経済構造へ転換す
る

２(6)人口規模にふさわしい社会システ
ムを構築する

就業率（15歳以上人口に占める就業者数の割合）

62.2% 全国12位 (2022年)

（戦略方針の柱）

高齢者の有業率（65歳以上人口）

30.2% 全国3位 (2022年)

女性の有業率
54.9% 全国５位 (2022年)

※引き続きブラッシュアップ予定

生産性の向上

ロジックツリー（少子化・人口減少対策）

企業と求職者のマッチング

ゼロカーボンの加速化

出産・育児のために過去5年に前職を離職した女性割合
7.5%（全国9位、全国は6.3%) (2022年)

県内在住の外国人数

114.8万人→
(2020年)

78.0万人
(2050年)

△32.1%


